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労働大学校の施設管理・運営業務における民間競争入札実施要項

1 趣旨

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第51条。以下、「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる

利益を享受する国民の立場に立って、公共サーピスの全般について不断の見直しを行い、

その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させ

ることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すも

のである。

前記を踏まえ、独立行政法人労働政策研究・研修機構（以下、「機構」という。）は、公

共サービス改革基本方針（平成 1g年 12月24日閣議決定）別表において民間競争入札

の対象として選定された労働大学校（以下、「大学校」という。）の施設管理・運営業務（以

下、「管理・運営業務」という。）について、公共サービス改革基本方針に従って、本実施

要項を定めるものとする。

2 管理・運営業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき管理・運営業務の質

(1)管理・運営業務の概要等

機構では、厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員等に対して、担当業務・行

政経験等に応じて、体系的な研修計画に基づき、各種研修を実施している。なお、研修

に参加する行政職員（以下、「研修生」という。）は、研修期間中、大学校に宿泊しなが

ら研修を受けることとなっている。

このうち、大学校の管理・運営に係る業務について、法第 14条及び15条において

準用する第 10条、第 11条第 1項、第 12条並びに第 13条第 1項及び第3項に基づ

き、平成 31年度から公共サービス実施民間事業者（以下、「民間事業者」という。）に

委託するものとする。

(2)管理・運営業務の内容等

イ．管理・運営業務の対象施設

労働政策研究・研修機構，労働大学校

住所：埼玉県朝霞市溝沼 19 8 3番地の2

ロ．対象施設の規模

大学校の規模等は以下のとおりである。

ー



竣工年 昭和 5 7 年

敷地面積 30,000.45 rri皇

延床面積 16943.3 rri 

構 坦、a RC構造

管理棟
管理課、教務課、教授・ 准教授室、会議室、コピー室、保健室、講師

控室

研修棟 教室、実験室、多目的室、第 2講師控室、機械室等

第＝研修棟 教室等

地下 機械設備

肛生窟泊棟 1階
玄関ホール、寮務室、バリアフリー室、食堂．喫茶室、
談話室、会合室、浴室等

2階-5階 （宿泊棟）居室、自習室、和室等

構成施設 図書館

体育館

グラウンド

中庭

電気室

ゴミ集積場

通用路

※図 P~図Wを参照。

ハ．管理・運営業務の実施内容

民間事業者は以下の業務を実施することとする。なお、別紙 Iから皿で示している

業務内容については、その業務の質を損なわない範囲で、企画書において創意工夫の

うえ、より具体化し提案できるものとする。

I. 機械設備管理業務（詳細については別紙 Iに示すとおり。）

1常駐機械設備管理業務

2 空調用自動制御装置の定期点検

3 送排風機定期点検整備

4 貯水槽、排水槽の定期清掃

5エレベーターの定期点検保守

6 自動開閉装置の定期点検保守

7 消防設備の定期点検保守

8 給湯設備、バスシステムの定期整備

II. 電気設備管理業務（詳細については別紙I1に示すとおり。）
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1常駐電気設備管理業務

2電気設備の定期点検

3 非常用自家発電設備の定期点検

皿清掃・衛生管理業務（詳細については別紙Nに示すとおり。）

1清掃業務

2害虫駆除業務

3 空気環境測定

4 水質検査

5窓ガラス及び網戸の清掃

6 浴室の特別清掃

7 エアコン、換気扇等の清掃

8 リネン用品の管理業務

二．委託費等

機構は民間事業者から、前記 2 (2)ハに示す管理・運営業務の実施状況を、以下・

1 0 (1) に示す各種報告書により報告を受け、適正な管理・運営がなされているこ

とを検査、確認し、委託費を支払うことを原則とする。

委託費は次の（イ）と（口）の部分につきそれぞれ定め、（イ）と（口）の合計金額

を月別委託料として、各月経過後、適法な支払い請求書を受理した後、 30日以内に

支払うものとする。

なお、「 2 (3)管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質」で定める指標値

が達成されていないと認められる場合、機構は、確保されるべき対象業務の質の達成

に必要な限りで、民間事業者に対して運用業務の実施方法の改善を行うよう指示する

ことができる。民間事業者は、当該指示を受けて業務の実施方法を改善し、業務改善

報告書を機構に提出するものとする。業務改善報告書の内容が、確保されるべき対象

サービスの質が達成可能なものであると認められるまで、機構は更なる改善策の提示

を要請することができる。

（イ）定額により定める部分

① 以下（口）の①に示す業務以外の部分。

② 契約期間中における業務に必要な一切の経費を契約年月数で除した金額を月

額金額とする。ただし、均等割に端数が生じるときは、契約年度の最終月にお

いて調整する。

（口）単価契約とする部分

① 前記 2 (2)ハに示す皿の 8 「リネジ用品の管理業務」における一部業務。即

ち別紙III-8の3 (3)に示す「寝具類のサプライ業務」及び (4)に示す「繊

維製品のクリーニング業務」。

② 以下の品目につき、各々契約単価を定めることとする。月額金額は、 1箇月の

内に発生した各品目の実数量を各契約単価に乗じて得られた金額の総額とする。
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寝具類のサプフイ ~ 

品 目 契約単価 年間予定数机

シーツ 円 120 

枕カバー 円 120 

布団カバー（袋タイプ） Pl 120 

毛布カバー Pl 55 

バスタオル Pl 45 

フェイスタオル 円 45 

浴衣（帯含む） 円 40 

繊維製品のクリーニング

＂ロ＂ 
目 契約単価 年間予定数且

毛布 円 1,300 

アクリルマイヤー毛布 円 700 

白衣 円 5 

一人椅子用ハーフカバー 円 30 

バスマット Pl 10 

タオルケット 円 50 

座布団カバー Pl 110 

診察台カバー Pl 2 

ホ．満足度等に関するアンケート調査の実施

機構は、研修を修了した研修生全員に対して、別紙Nの「労働大学校での生活につ

いてのアンケート調査用紙」により満足度調査を行う。

(3)管理・運営業務の実施に当たり確保されるべき質

生活・居住の場としての大学校施設が包括的に快適な利用環境にあるよう管理・運

営業務の質が確保されなければならない。管理・運営業務の実施に当たり確保される

べき質は、以下のとおりとする。

ィ．快適性の確保

前記 2 (2)ホで定めるアンケート調査において、次の水準を上回ることとす

る。

9 ・質問 1 「大学校内各施設の生活面における整備状況について」の(1)から(5)の

設問全てにおいて、「満足」と「やや満足」の合計の回答率が80%以上

※アンケート調査は大学校に入校する全コースの研修生に対して実施し、集計

は年4回（四半期毎に）行う。（アンケート票の質問 2は、別途の入札による

契約となる警備業務について）

ロ．品質の維持

・管理・運営業務の不備に起因する当施設における研修の中断回数

（定量的な指標： 0回）

・管理・運営業務の不備に起因する空調停止、停電、断水の発生回数

（定量的な指標： 0回）

※研修の中断とは、研修（講義等）が中断することにより、研修目的が達成さ

れない場合をいう。

ハ．安全性の確保
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・管理・運営業務の不備に起因する施設利用者の怪我の回数

（定量的な指標： 0回）

※怪我とは、病院での治療を要する怪我をいう。

(4)機構が行う必要な助言、協力

民間事業者は、次のイ又は口の場合、速やかに業務の改善案を作成・提出し、大学

校の承認を得た上で実施するものとする。なお、民間事業者は、改善策の作成及び実

施に当たり、機構に対して必要な助言、協力を求めることができる。

イ．前記 (3)に定められた管理・運営業務の質が満たされないことが明らかになり、

大学校が、業務の改善が必要と判断し、民間事業者にそれを求めた場合。

口．大学校が、管理・運営業務を随時モニタリングし、契約及び業務の仕様に照らし

て不適切であり、業務の改善が必要と判断し、民間事業者にそれを求めた場合。

3 管理・運営業務の委託期間

管理・運営業務の委託期間は、平成31年4月 1日から平成 34年3月31日までの

3年間とする。

4 民間競争入札に参加する者に必要な資格

(1)単独で当該業務が担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体（当該業務

を共同して行うことを目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以

下同じ。）として参加することができる。その場合、入札書類提出時までに共同事業体

を結成し、代表企業を定め、他の者は構成企業として参加するものとする。また、共

同事業体の構成企業は、他の共同事業体の構成企業となり、または、単独で参加する

ことはできない。なお、共同事業体結成に関する協定書（またはこれに類する書類）

を作成し、入札書類等と併せて提出すること。

(2) 次の全ての要件を満たすこと。ただし、共同事業体として入札する場合には、二に

ついては、少なくとも代表企業が満たしており、その他の要件については、全ての構

成企業が満たしているものとする。

ィ．法第 10条各号（第11号を除く。）に該当するものでないこと。

ロ．予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 16 5号。以下「予決令」という。）第70 

条」の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結に必要な同意を得て

いる者は、同条中、特別な理由がある場合に該当するものとする。

ハ．予決令第71条の規定に該当しないものであること。

二．過去7年間のうちに大学校と同規模（年間居住者数 30,000人日、延床面積 15,000

面）以上の多数の者が居住する施設において、「清掃業務」および「電気設備・機械設

備の管理業務」の実績を 3年以上有している者であること。

ホ．国（中央省庁）の統一資格（全省庁統一資格）における業務分類「役務の提供等」

で「A」「B」又は「C」いずれかに格付けされている者であること。
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へ．企画書に示した業務内容を契約期間満了までの間、確実に実行し完了することを

証明した者であること。

なお、この場合の証明とは、当該契約を締結することになった場合、確実に完了

期限までに実施・完了ができるとの意思表示を書面により証明することをいう。

ト．本実施要項の作成に直接関わった者及びその者の「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第59号）第8条に規定する親会社及

び子会社、同一の親会社を持つ会社ではないこと。

チ．前記 2 (2)ハに示す各業務の実施に当たり法令上必要な次の資格等を有してい

る者、または資格等を有している者を業務の実施に当たらせることができるもので

あること。また、必要な関係諸官庁の認定、登録等を受けているものであること。

（イ）常駐機械設備管理業務

特定建築物環境衛生管理技術者

（口）貯水槽、排水槽の定期清掃

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の 2第 1項第5号に

よる都道府県知事の建築物飲料水貯水槽清掃業の登録

（ハ）エレベーターの定期点検保守

ー級建築士若しくは二級建築士又は国土交通大臣が認定した昇降機検査資格

者

（二）消防設備の定期点検保守

消防設備士または消防設備点検資格者

（ホ）常駐電気設備管理業務

第三種電気主任技術者及び第一種電気工事士以上

（へ）電気設備の定期点検

第三種電気主任技術者及び第一種電気工事士以上

（卜）非常用自家発電設備の定期点検

消防設備士または消防設備点検資格者

（チ）清掃業務

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の 2第 1項第 1号又

は第8号による都道府県知事の建築物清掃業の登録，

（り害虫駆除業務

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の 2第 1項第7号に

よる都道府県知事の建築物ねずみ・こん虫等防除作業の登録

（ヌ）空気環境測定

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の 2第 1項第2号又

は第8号による都道府県知事の建築物空気環境測定業の登録

（ル）水質検査

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12条の 2第 1項第4号及

び第 8号による都道府県知事の建築物飲料水水質検査業の登録

リ．イから卜に記載の全て実績・資格を有することを証明する書類等（写し可）を現

場説明会開催日の翌日から起算して労働大学校の 5営業日以内に任意の様式により

6
 



大学校に提出承認を得ること。

ヌ．入札予定日前 3年間に労働関係法令違反に基づく是正・改善の命令又は指導等を

受けていない者であって、かつ、入札予定日現在において厚生労働省又は各都道府

県労働局の入札参加資格の停止又は取消等の処分を受けていない者。

ル．ヌの処分事実がないことの申立書（任意様式）について、現場説明会開催日の翌

日から起算して労働大学校の 5営業日以内に労働大学校に提出すること。

ヲ．法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

ワ．労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。

力．当機構及び他府省等における物品等の契約に係る指名停止措置要領に基づく指名

停止を受けている期間中でないこと。

5 業務実施体制

(1)共同事業体として本業務を請け負う場合、共同事業体の代表企業は、構成企業と密

に連絡をとり、管理・運営業務を総括的に管理すること。また、代表企業及び共同事

業体は、定期的に機構と連携を図り、円滑な管理・運営業務を実施すること。

(2) 民間事業者は、大学校に常駐して業務を行う者のうち、 1名を総括責任者として指

定し、前記2 (2)ハに示す Iから皿の各業務について、網羅的な運営管理を行うこ

とで各業務の水準の保持・均質化を図ること。総括責任者は、各業務間の連携・協力

体制をとること。また、別途の契約となる警備業務の常駐者及び緑地管理業務の作業

者とも連携・協力を図るとともに、大学校との連絡窓口となること。

(3)休日、夜間等における緊急時、非常時の連絡体制を整えること。なお、休日、夜間

等本仕様書で定める業務時間外に業務を実施した場合は、別途定める金額を機構は民

間事業者に支払うものとする。

6 入札に参加する者の募集

(1) 民間競争入札に係るスケジュール（予定）

ィ．入札公告 平成30年 11月下旬

ロ．入札説明会 平成30年 12月中旬

ハ．現場説明会 平成30年12月中旬

二．質問受付期限 平成31年 1月中旬

（質問はメール（書面）にて受け付けることとする。質問内容及び機構からの回答

は、原則として上記口．入札説明会及びハ．現場説明会に参加した全ての者に公開

することとする。ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあ

ると判断される場合には、質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮する。

質問に当たっては、仕様書の項目番号、項目名、内容を明確にすること。）

ホ．資料閲覧期限 平成31年 1月上旬

（本調達に関係する資料（別紙Vll「報告書類一覧」に掲載している資料）について、

入札公告期間中に限り、所定の手続を経て当機構内で閲覧することを認める。閲覧
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を希望する者は、以下の連絡先に連絡の上、別紙VllI「資料閲覧申込書」及び別紙lX

「機密保持誓約書」に記載したものを提出し、閲覧日及び閲覧希望資料の調整をす

ること。閲覧にあたって資料のコピーや写真撮影等の行為は禁止する。）

【連絡先］労働大学校研修推進課登坂 (TEL) 048-463-1082 

へ．企画書書類提出期限 平成31年 1月中旬

ト．企画書の審査 平成31年 1月下旬

チ．開札・ 平成31年 1月下旬

リ．．契約締結 平成31年 2月上旬

(2)入札実施手続

民間競争入札に参加する者（以下、「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を

別に定める入札説明書に記載された期日及び方法により提出すること。

ィ．提出書類等

下記ハ．企画書の内容に示した各要求項目について具体的な提案（創意工夫を含

む。）を行い、各要求項目を満たすことができることを証明する書類（以下、「企画

書」という。）及び法第 15条において準用する第 10条に各号に規定する欠格事由

の審査に必要な書類（別紙X 「誓約書」）を提出することとする。

口．入札書

入札参加者は、次の①と②の合計金額を入札金額として入札書に記載の上、提出

すること。

① 前記 2 (2)二で示す（イ）「定額により定める部分」における、契約期間中

の一切の経費

② 前記 2 (2)二で示す（口）「単価契約とする部分」における、各契約単価を

契約期間中の各々の予定数量に乗じて得られた金額の総額

なお、②の単価契約とする部分については、前記 2 (2)二の表を、各契約単価

欄を記入したうえで入札書に添付することとし、この単価をもって契約単価とする。

また、入札書には消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった経費の 10 8分の 10 0に相当する金額で記載すること。

ハ．企画書の内容

入札参加者が提出する企画書には、企画提案の内容として明らかにされる管理・

運営業務の質等に関する評価を受けるため、次の事項を記載することとする。また、

企画書には、前記4 (2) ホに示す必要な資格を証明する書類の写しを添付するこ

ととする。

（イ）業務実施体制

a組織体制（責任者及び事務担当者の配置。共同事業体で入札に参加する場合は

代表企業と構成企業の一覧及び代表企業の責任者と事務担当者の配置、各構成

企業の責任者と事務担当者の配置）

b責任者及び事務担当者の経歴

（口）教育体制

担当者、作業員等の教育体制、研修計画等
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（ハ）計画性

a 管理・運営業務全般に関する実施の考え方

b 管理・運営業務の各業務に関する実施の考え方

（二）業務の質の確保のための提案

管理・運営業務全般についての質の確保のための提案

（ホ）別紙 I~illで示す業務内容に関する提案

a 機械設備管理業務の工夫に係る提案

b 電気設備管理業務のエ夫に係る提案

c 警備等業務の工夫に係る提案

d 清掃・衛生管理業務の工夫に係る提案

e 緑地管理業務の工夫に係る提案

f その他業務実施上の工夫に係る特段の提案

（へ）業務実績

大学校とほぼ同規模（年間居住者数 30,000人日以上、延床面積 15,000rrl以上）

施設の管理・運営業務の過去 7年間のうち 3年以上の実績。なお、この場合の規

模とは、建物・敷地面積の規模あるいは施設利用者数の規模である。

（卜）緊急時の体制及び対応方法

緊急時、非常時の対応に関する提案

（チ）ワーク・ライフ・バランス等の推進の評価対象となる認定等の取得状況の証明

（該当の場合）

a 女性活躍推進法に基づく認定（えるぽし認定）に関する基準適合一般事業主認

定通知書（労働時間の基準を満たすものに限る）の写し

b 次世代法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する基

準適合一般事業主認定通知書の写し

c 若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認

定通知書の写し

d 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届の写し

（リ）その他

その他の提案等

二．委任状

代理人に委任したことを証明する書類、ただし、代理人よる入札を行う場合に限る。

ホ．法人税並びに消費税及び地方消贄税の納税証明書（直近のもの）

7 落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定

管理・運営業務を実施する者（以下、「落札者」という。）の決定は、総合評価方式に

よるものとする。

(1)評価の方法

落札者の決定にあたっては、提出された企画書の内容が管理・運営業務の目的に合

致しており実行可能であるか（必須項目）、また効果的なものであるか（加点項目）に

ついて、審査を行うものとする。

，
 



ィ．必須項目審査

管理・運営業務の目的に合致したものであるか、また、全ての項目が実行可能で

あるか。一つでも条件を満たさない場合は不合格とし、全て満たした場合、基礎点

として40点を加算する。

① 業務の実施体制

• 前記 2 (2)ハに示す Iから皿の各業務の実施に必要な人員が確保されてい

るか。

・組織体制（代表責任者及び各担当者の配置、業務遂行体制）が明確になって

いるか。

・代表責任者と担当者の連携が可能で、責任の所在が明確になっているか。

・共同事業体で入札に参加する場合は、代表企業の組織体制（代表責任者及び

各担当者の配置、業務遂行体制）が明確になっているか。また、それぞれの構

成企業の組織体制（代表責任者及び各担当者の配置、業務遂行体制）が明確に

なっているか。

・共同事業体で入札に参加する場合は、各企業内において、代表責任者と担当

者の連携が可能で、責任の所在が明確になっているか。また、代表企業と各構

成企業の連携が可能で、責任の所在が明確になっているか。

・各業務の実施に当たり、企業は必要な公的機関からの認定、登録等を受けて

いるか。

・各業務に直接携わる担当者等は必要な資格を保有しているか。

② 担当者、作業員等の教育体制

・業務に直接携わる担当者、作業員等の教育体制が確立され七いるか。

③ 管理・運営業務の計画性

、 • 前記 2 (2)ハに記載された業務内容を理解し、計画的な業務の実施が考え

られているか。

ロ．加点項目審査

各項目について、民間企業者の創意工夫により、その実施効果が期待されるかを

審査する。加算点の配点は80点とする。

① 管理・運営業務全般についての質の確保のための提案

・研修生に対する適切な対応等、研修生の満足度を高める工夫が見られるか。

② 別紙 I-illで示す業務内容に関する提案

・大学校全体の業務との関係において管理・運営業務の内容を十分に理解した

上で、実現可能かつ効果的な提案が見られるか。

・機械設備管理業務及び電気設備管理業務については、大学校の建物、設備の

状態を十分に理解した上で、施設内を安全、快適に保つための提案が見られる

か。
•清掃・衛生管理業務については、より効果的な清掃方法等についての提案が

見られるか。

③ 管理・運営業務の実績

• 生活及び居住の場を提供する施設の管理運営に係る経験と能力を備えている
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か。

④ 緊急時、非常時の対応

・緊急時、非常時に円滑に対応して被害を拡大させないための対策が取られて

いるか。

⑤ ワーク・ライフ・バランス等の推進の評価対象となる認定等の取得

・女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主

認定（労働時間の基準を満たすものに限る）を取得しているか。

・次世代法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する

基準適合一般事業主認定を取得しているか。

・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主

認定を取得しているか。

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届を都道府県労働局へ届け

出ているか。

⑥ その他、特段の優れた提案が存在するか。

ハ．前記評価項目におけるそれぞれの配点については、別紙V 「評価表」による。

なお、別紙V 「評価表」の「得点配分」が「加点」となっている項目については、

各要求項目に対する提案を企画書に記載することとし、その内容が十分に満たされ、

かつ、優れていると判断された提案に対しては、「得点」の大／小のランク毎の最高点

を上限とした範囲内で得点を付与する。

ラシク 項目数 最高点 最高点

イ．必須項目 4 1 0点（基礎点） 40点

ロ．加点項目大 2 2 0点 40点

ロ．加点項目 小 4 1 0点 40点

合計得点 1 2 0点

加点項目についての評価基準は以下のとおり。

大： a非常に優れている 20点、 b 優れている 16点、 cやや優れている 1

2点、 d標準的である 8点、 e 加点すべき要素が少ない 4点、 f加点すべき

e 要素がない又は記載がない 0点

小： a 非常に優れている 10点、 b優れている 8点、 C やや優れている 6点、

d標準的である 4点、 e 加点すべき要素が少ない 2点、 f加点すべき要素が

ない又は記載がない 0点

(2)落札者の決定

ィ．機構は、評価の基準に従って入札参加者から提出された書類の全てについて評価

を行うものとする。

口．落札者の決定方法

① 競争参加資格を全て満たし、前記 (1) の評価方法において明らかにした要件
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